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浦安市斎場内売店運営事業者選定

公募型プロポーザル募集要項

令和６年11月

浦安市環境部斎場
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１ 趣 旨

この要項は、浦安市斎場内の売店の運営を行う事業者選定を公募型プロポ

ーザル方式により選定する手順及び方法について必要な事項を定める。

２ 概要

(1) 件 名 浦安市斎場内売店運営事業者選定

(2) 業務概要 「浦安市斎場内売店の運営に関する仕様書」のとおりとする。

(3) 履行期間 令和７年４月１日～令和10年３月31日までとする。（３か年）

３ 担当課

浦安市 環境部 斎場 ℡：047-316-3611

Email：saijyo@city.urayasu.lg.jp

４ 募集及び選定スケジュール

募集要項の公表 令和６年11月20日（水）

施設見学会 令和６年11月29日（金）要予約

質問の締切 令和６年12月３日（火）午後４時

質問への回答 令和６年12月６日（金）

応募締切（応募申込書の提出期限） 令和６年12月20日（金）午後５時

第一次審査結果の通知 令和６年12月27日（金）予定

第二次審査（ヒアリング） 令和７年１月中旬

第二次審査結果の公表 令和７年１月下旬

契約協議・契約の締結 令和７年２月中旬

５ 応募手続

(1) 募集の実施

浦安市ホームページに募集要項を掲載し公募する。

募集期間は、令和６年11月20日（水）午前９時から令和６年12月20日

（金）午後５時までとする。

(2) 質問の受付と回答

質問事項は、質問書（応募様式集 様式２）に必要事項を記入して提出

するものとする。

①受付期間 令和６年11月29日（金）午前９時から

12月３日（火）午後４時まで

②提 出 先 浦安市斎場
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③提出方法 担当課にＥメールにて提出すること。

なお、Ｅメールの件名は「浦安市斎場内売店運営事業者選

定公募型プロポーザル質問書」とすること。

また、質問書の提出後、月曜日から金曜日までの午前９時

から午後５時までの間（正午～午後１時を除く）に電話に

て着信確認を行うこと。

④回 答 令和６年12月６日（金）から浦安市公式ホームページにて

公表する。

ただし、担当課が本業務及び選定に関係のない事項、審査

の公平性に影響する事項、単に意見表明と解される内容等

と判断するものについては回答しない。

(3) 施設見学会

①日時：令和６年11月29日（金）午前中 ※要予約

②施設見学会は、当日限りとし、１事業者３名までとする。

希望する者は、施設見学会申込書（応募様式集 様式１）に必要事項を

記入し、担当課にＥメールで令和６年11月28日（木）午後３時までに

提出するものとする。

(4) 応募書類の受付

応募者は、次のとおり応募書類を提出するものとする。

なお、作成方法の詳細は応募様式集に従うものとする。

①受付期間 令和６年12月９日（月）から12月20日（金）まで

※土・日・祝日を除く

②受付時間 午前９時～午後５時（正午～午後１時を除く。)

③提 出 先 浦安市斎場

④提出方法 浦安市ホームページから提出書類を入手し、必要書類を

整え、提出先に直接持参すること。

なお、書類の作成に要する費用は、応募者の負担とする。

⑤提出書類 応募書類については、別表１のとおりとし、全て日本工業

規格によるＡ４サイズ（Ａ３サイズの場合は、折込みとす

る。）で、長辺左綴じとし（ファイル可）、書類名がわか

るよう右端上部から順にインデックスを添付すること。

なお、各種証明書については、参加申込書の提出日から直

近３箇月以内に取得したもの（正本は原本、副本は写し）

に限る。

※ 書類の提出後、明らかに参加資格要件を満たしていな
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いと認められた事業者については失格とし、事務局にお

いて理由を明記した失格通知書を送付する。

⑥提出部数 ８部（正本１部、副本７部）

※副本については、会社名、代表者役職、代表者氏名、代表者印、

ロゴ若しくはその他応募者の類推可能な情報は表示しないこと。

(5) ヒアリングの実施

①日時 令和７年１月中旬

時間及び場所については、第一次審査合格者のみに通知する。

②出席者 責任者及び主担当者（業務の中心的役割を担う担当者）を含め

４名以内とする。

③ヒアリング内容

提案書の内容に関する説明20分以内（プロジェクターの使用可）及

び質疑応答15分程度の35分程度を予定する。

なお、説明は先に提出した提案書の記載内容を逸脱しない範囲とし、

提案書の要点を簡潔にまとめたものとする。

説明は、主担当者が主として行うこと。

(6) その他

①市は、この案件に参加を表明した者及び提案書を提出した者の商号・名

称並びに選定理由を公表することができる。

②提出期限以後の提出書類の差し替え又は再提出は認めない。

③応募者から提出された書類は、審査に必要な範囲で複製することがある。

なお、受託者決定後、受託者以外の応募書類は返却する。ただし、了承

があれば、市において破棄する。

④提出書類に虚偽の記載をした場合は失格とする。

⑤受託者決定後、浦安市情報公開条例に基づく開示請求があった場合、受

託者から提出された応募書類は、個人情報を除き公開する。

６ 応募者の参加資格要件

応募しようとする者は、次の要件を満たしていなければならない。

①円滑に売店の運営等を直接行うことができる事業者、団体、法人等であ

ること。

②過去３年間において、食品衛生法に基づく行政処分を受けていないこと。

これ以降の手続きは、第１次審査に合格した応募者のみを対象とする。



5

③地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第の規定に該当

していない者であること。

④令和６・７年度浦安市入札参加資格者名簿に登録されていること。

または、受託予定者に選定された後、速やかに登録申請を行い、登録で

きること。

⑤浦安市入札参加資格者指名停止措置要綱の規定による停止措置を受けて

いない者であること。

⑥会社更正法（平成14年法律第154号）に基づく更正手続開始の申し立て

がなされていない者及び民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく

再生手続開始の申し立てがなされていない者であること。ただし、更正

手続開始の決定又は、再生計画認可の決定が応募書類の提出日以前にな

されている場合は、この限りではない。

⑦破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続開始の申し立て中又

は破産手続中でないこと。

⑧法人税、法人市県民税、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。

⑨暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法第 77 号)

第２条第２項に掲げる暴力団またはその構成員の統制下にない者。

７ 提案の審査

(1) 選定委員会

受託事業者の選定は、浦安市「斎場内売店運営業務」プロポーザル方式

等事業者選定委員会（以下、「選定委員会」という。）において行う。

選定委員会は次の７名で構成する。

委員長 環境部長

副委員長 環境部次長

委 員 環境部斎場長、環境部環境衛生課長、

財務部財産管理課長、福祉部障がい事業課長、

外部審査委員

(2) 第一次審査（書類審査）

選定委員会は、応募者が参加資格要件を満たしていることを確認した上

で、別表２「第１次審査の評価基準」に基づき応募書類を評価し、第一次

審査合格者を決定する。

なお、参加資格要件を欠いている応募者は失格とする。

(3) 第二次審査

選定委員会は、提出された提案書、ヒアリング内容等について別表３
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「第二次審査の評価基準」に基づき最高点を獲得した応募者を業務の受託

予定者（優先交渉権者）として選定する。

ただし、最高点を確保した応募者が複数あった場合は、利用者サービス

の向上への配慮に関する提案の点数が最も高い応募者を受託予定者（優先

交渉権者）として選定する。

８ 選定結果の通知公表

・第一次審査の結果については、応募者に書面及びＥメールで通知する。

・第二次審査の結果については、第二次審査対象者に書面及びＥメールで

通知するとともに業務の受託予定者（優先交渉者）を浦安市ホームペー

ジで公表する。

・審査及び選定結果に係る問い合わせには応じないものとする。

・応募者は、審査・選定結果に対する異議を申し立てることはできない。

９ 契約協議及び契約

・市は、第二次審査の結果を踏まえ受託予定者（優先交渉権者）と業務内

容及び契約金等について協議し、協議が整ったときは速やかに契約を行

うものとする。

・前項において協議が整わない場合、市は審査の得点上位の者から順に同

様の協議を行うものとする。

10 応募にかかる注意事項

①提出書類の作成等、応募に係る一切の費用については、応募者の負担と

する。

②受託者決定後、受託者以外の提出書類は返却するものとする。

ただし、応募者の了承があれば、市において破棄するものとする。

③提出書類の著作権は、応募者に帰属するものとする。

④浦安市情報公開条例に基づく開示請求があった場合は、受託者から提出

された書類は個人情報を除き公開するものとする。
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別表１

提出書類

書式名称 内容説明 様式番号

1 参加申込書 様式に従って作成。 様式３

2 法人概要書 様式に従って作成。 様式４

3 誓約書 様式に従って作成。 様式５

4 類似業務実績書

様式に従って作成。過去５年以内に元請と

して履行し、完了した類似業務の実績を記

載すること。記載した実績について、契約

書の写し及び業務内容が確認できる書類

（仕様書等）を添付すること。

様式６

5 主担当者経歴書

本業務に配置予定の主たる業務担当者が、

過去５年以内に主たる業務担当者として履

行した類似業務の実績を記載すること。

任意

6

登記事項証明書

（ 履 歴 事 項 全 部 証 明

書）

参加申込書の提出日において発行後３か月

を経過していないもの。（正本には原本、

副本には写しを添付すること）

―

7

法人税、消費税及び地

方消費税の納税証明書

その３

参加申込書の提出日において発行後３か月

を経過していないもの。納税証明書その３

の３も可。（正本には原本、副本には写し

を添付すること）

―

8

法人所在地の市町村が

発行する市町村税の完

納証明書

参加申込書の提出日において発行後３か月

を経過していないもの。ただし、本店所在

地が東京23区内の場合は、都税事務所が発

行する法人都民税及び固定資産税・都市計

画税の納税証明書とする。（正本には原

本、副本には写しを添付すること）

―

9 提案書 様式に従って作成。

様式 7-1

～

7-4
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別表２

第一次審査の評価基準

評価項目 判 断 基 準 配点

応募者（法人等）

の業務実績

応募者（法人等）の業務実績を評価する

特に売店の運営等に関わる実績を中心に評価する
5

業務体制

運営事業者となった場合の業務体制を評価する

特に営業体制（従業員配置等）、衛生管理体制、清掃計

画等の具体的内容を中心に評価する

5

取り組み

の姿勢

取り組みに関する姿勢、方針、熱意等を評価する

特に売店施設の活用方策を中心に評価する
5

合 計 15

別表３

第二次審査の評価基準

評 価 項 目 配 点

１ 運営の基本方針 35

(1) 公営斎場の売店としての取り組みの提案について

公営斎場で売店を運営するにあたっての配慮
(15)

(2）従業員の配置について

雇用に対する考え、従業員の教育方針・配置計画、勤務体制等
(15)

(3) 責任体制について

クレーム・要望等への対応及びトラブル時の責任体制
(5)

２ 付加サービスへの取り組み（商品の構成、利用者サービスについて） 20

(1) 販売商品の構成・価格について

売店で販売提供を予定している主な商品及び販売予定価格
(10)

(2) 利便性向上への取り組みについて

電子マネー、クレジットカード活用など
(10)

３ 安全衛生面の取り組み 30

(1) 事故・災害発生時の対応、日常の安全管理について (10)

(2) 食品衛生及び品質管理の体制について (10)

(3）環境への取り組みについて

日常清掃及びゴミ回収の体制や考え
(10)

４ その他の独自提案等

営業にあたってのアピールポイント（優位性・特色的なもの）
15

合 計 100


